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巻頭言 ―水稲直播栽培をめぐる施策と今後の展開―

（農林水産省生産局農業生産支援課長� 雨宮宏司）�������������������������������� ��

秋田県由利地域水稲直播現地実証水田における雑草の発生状況���������������������� ��

（秋田県立大学� 森田弘彦� 他）

湛水直播栽培における簡易な高精度代かき均平機���������������������������������� �

（福井県農業試験場� 見延俊幸）

直播栽培における失敗の研究―水稲不耕起乾田直播栽培の現地実証を素材として－��� ���

（中央農業総合研究センター� 梅本雅）

由利地域における直播栽培への取り組みについて��������������������������������� ��

（ＪＡ秋田しんせい� 阿部世、秋田県水稲直播栽培現地検討会資料）

秋田県における水稲直播栽培取り組み状況��������������������������������������� ��

（秋田県作成、秋田県水稲直播栽培現地検討会資料）

各県における水稲直播栽培の取組状況及び今後の推進方策等����������������������� ��

（平成２０年度東北地域土地利用型作物安定生産推進協議会資料）

水稲直播栽培導入事例（同上）������������������������������������������������� 	�





（巻頭言）
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農林水産省 生産局 農業生産支援課長 雨宮 宏司

水稲直播研究会の関係者におかれましては、日頃から農林水産行政の推進に多大なる御尽力を

いただいており、深く感謝申し上げます。

本年８月に農林水産省では組織改正が行われ、生産局においては品目毎に課を設置していた従

来の構成を見直し、技術や取組分野毎に作物横断的に施策を展開する、いわば課題対応型の組織

構成としたところです。私どもの農業生産支援課においては、水田の産地づくり対策や水稲直播

栽培を含めた各作物分野の生産性向上対策、資材・機械対策、鳥獣被害対策等、農業生産の総合

的な支援を担当しております。

、 、 、さて 近年の国際的な穀物価格の上昇の中で 食料の安定供給への国民の不安が拡大しており

食料自給力・自給率の向上が喫緊の課題となっております。一方で、特に水田作においては、農

業従事者の減少や高齢化が顕著となっており、地域の生産力を維持するためは、革新的な生産技

術の導入や労働力の減少に対応して耕作地の受け皿となる大規模経営体の育成を図ることが必要

となっています。こうした取組を早急に進めることにより、農業構造改革の加速化や生産コスト

の縮減を図り、国内農業の競争力の強化を図ることが急務となっているところです。

特に、生産コストについては 「 世紀新農政 （平成 年４月４日食料・農業・農村政、 」21 2006 18

策推進本部）によって掲げられた「食料供給コストを５年で２割削減」とする目標に向け、農林

水産省においては、農業関係団体や食品製造業界等の関係者が取り組むべき「食料供給コスト縮

減アクションプラン」を平成１８年に取りまとめて、これに即した取組を推進しています。

こうした取組の一環として、農林水産省では、現場での生産コストの縮減に向けた取組を推進

するため、実際の取組事例を調査した上で主要な作物毎に生産コスト縮減に向けた取組の方向や

事例集となる「品目別コスト縮減戦略」を平成２０年２月に作成・公表したところです。この中

の水稲における中心となる取組として直播栽培が掲げられており、労働時間の削減や移植水稲と

組み合わせた作期分散により、規模拡大を推進することとしています。直播栽培の普及推進につ

いては、平成６年からの全国直播サミットに始まり、各県では導入マニュアルが作成されている

、 、ほか 水稲直播研究会においても現地検討会や研修会を通じて地域の課題に対応されているなど

きめ細かな指導体制が整ってきております。現段階では、水稲作付面積全体に占める直播栽培の

割合は１％程度でありますが、導入割合が１割程度まで進んでいる県もみられるなど、さらなる

普及拡大につながる土台ができつつあると考えています。農林水産省としても、直播用の播種機

といった生産基盤の整備を引き続き推進するとともに、播種機を他の水田作物に汎用利用して一

層の生産性向上に取り組むような、よりモデル性の高い実証的営農を支援するなど、各種支援策

を通じて水稲直播栽培を含めた効率的な水田作経営の実現を図っていくこととしています。

また、最近の動きとしては、冒頭触れました食料自給力・自給率の向上対策の一つとして、水

田を有効活用した米粉・飼料用米等の新規需要米の作付拡大を次年度より本格的に推進すること

としています。これら新規需要米については、農家所得を十分に確保するためにはこれまで以上

、 。に低コスト生産が欠かせないものと考えており 直播栽培の重要性は益々高まることとなります

こうした情勢も踏まえ、今後、各地域において直播栽培の普及を進めていくに当たっては、栽

培する水稲の用途や他作物との機械の汎用化も考慮しつつ、経営規模と導入効果の関係を明確に

提示していくことが求められます。こうした情報を技術上の対策と併せて生産者に的確に伝える

ことによって、それぞれの地域のモデル経営の創出につなげていくことが重要であり、引き続き

関係機関の方々の一層の取組を期待しております。
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� � � � � � � � � � � � � 秋田県立大学生物資源科学部� 生物生産科学科

� � � � � � � � � � � � 作物生態学講座� 森田弘彦・中下真吾・佐藤結香・三浦一将

秋田県南部の由利地域振興局管内で水稲の湛水直播栽培が取り組まれている（黒須�

2007）。2008 年には由利地域振興局、秋田しんせい農業協同組合および水稲直播研究会に

より、それぞれの市で近接した圃場に同時に５種の播種機による実証栽培が取り組まれた。

そこで、2007年における直播田での雑草発生の概況（森田� 2008）をふまえて、①圃場ご

との雑草種の特徴の把握、�雑草ヒエの残存要因の把握および③播種後土壌処理除草剤の

効果の確認などを目的として観察調査を行った。調査の機会を与えられた上記の関係機関

および直播栽培実施農家の各位にお礼を申し上げる。

Ⅰ．調査水田の概要

１．実施位置：� にかほ市馬場、由利本荘市矢島町立石

２．播種後除草剤の有無：� 実証区：ベンチーカーブ・プロメトリン粒剤（サターンバ

アロ粒剤� ２kg/10a）、播種翌日～２日後処理。� 慣行区：播種後除草剤無（ただし、

にかほ市ではヰセキ（E）以外の慣行区には処理）

３．入水後の除草体系：� 入水後・ピリミノバックメチル・ブロモブチド・ベンスルフ

ロンメチル・ペントキサゾン１キロ粒剤（トップガン GT１キロ粒剤７５� １kg/10a�

イネ１葉～ノビエ３葉期まで）、６月１日前後� 中期処理・シハロホップブチル１キ

ロ粒剤（クリンチャー粒剤� 1.5kg/10a）またはシハロホップブチル・ベンタゾン

ME液剤（クリンチャーＢＡＳ液剤� 1000ml/10a）、６月 10～20日� 発生状況に応

じて収穫期まで手取り除草が実施された。

４．湛水直播用播種機：� 条播：クボタ（A）、ヤンマー（B）、三菱（C）� 点播：ササ

キ（D）、ヰセキ（E） （ただし、由利本荘市の慣行区ではササキに代わってクボタ

機で播種）

５．播種日：� ５月 10日

Ⅱ．雑草調査

１．雑草の発生概要：� 対象水田に発生する雑草の種類と量を随時観察した。

２．雑草ヒエの発生数の推移：� 落水出芽期間終了、入水後（ほぼ入水後除草剤処理当

日に相当）の６月 11 日に各圃場の水尻側に 50cm 角のコドラートを３カ所設置し、

７月 29日までのイネの生育調査時に雑草ヒエの個体数を計測した。

３．雑草ヒエの生育状況：５月 24 日、６月１日および６月 11 日に発生の認められた水

田から任意の個体数を採取して葉齢などを計測した。

Ⅲ．結果

１．雑草の発生概要：にかほ市、由利本荘市とも主要な雑草はタイヌビエとイヌビエの

雑草ヒエであった。にかほ市では慣行区の２筆にシズイが、また、由利本荘市では

慣行区の１筆でイヌホタルイが発生した。両市ともアシカキ、イボクサの発生する

水田があることから、直播栽培の継続によるこれらの雑草種の優占化に注意する必

要がある（表１）。

２．雑草ヒエの発生数の推移：水尻側に設置した 50cm角のコドラートでの発生数の推移

を表２に示した。にかほ市では調査期間を通じて発生数がごく少なく、播種後処理
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福井県農業試験場 作物・育種部 作物研究グループ

主任研究員 見延 敏幸

水稲栽培において圃場を均平にすることは、迅速な水管理、除草剤効果の安定および生

育の斉一化のため重要です。特に湛水土壌中直播栽培においては、田面高低差が大きいと、

播種後落水が不完全となり部分的な苗立ち不良や雑草繁茂などの原因となるため、より精

度の高い均平作業が必要です。そこで、安価に自作可能で、高精度かつ簡易に行うことが

できる均平作業技術を開発しました。

今回開発した「均平バー」は、代かきハローの作業幅＋1.5～2mの長さで 9cm角の角材

（米松等水を含みにくい木材）を用い、両端を 15cm程度丸く削り、3等分した長さの位置

に丸カンボルトとアイナットにより牽引用チェーン取付部を付けます。この角材を 2 等分

し、蝶番および大型ファスナーによ

り切断部に折りたたみ機構を設置

します。接地圧の調整のため重量を

測定し、不足分を帯鉄により付加し

ます。

播種後の落水が不完全

・部分的な苗立ち不良

・鳥害

水深の変動大

・初期生育のムラ

・施肥・除草剤効果の低下

圃場の均平

が重要！！

＜湛水直播栽培における均平作業の目的＞�

現地均平作業試験：慣行(代かきハロー)と均平バー(代かきハロー＋均平バー)の比較

代かき前 代かき後 代かき前 代かき後 前後差 代かき前 代かき後

慣行区 ��� �� ���� 	�	 ��
 	��� ���� ��

均平バー区 ��� �� ���� 	�
 ���� ���� ���� ��

作業時間

(分/10a)

最大高低差(mm)
平均標高±15mm以内

に含まれる面積(%)
標準偏差(mm)

試験区

ａ

ｂ

ｃ

牽引距離�

ａ：角材端部�

ｂ：牽引用チェーン�

� � � � � 取付部

帯鉄

ｃ：折りたたみ機構�

＜均平バーの概要＞�
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長さ４ｍ、重さ 25kg（設置圧 6.9g/cm
2）の角材を牽引距離 50cmで牽引することで、高

精度な均平作業ができます。ただし、圃場や土性により土を引きすぎる場合は重量を軽く、

均平バーが浮くような場合は重量を重くします。また、圃場等で簡易に対応する場合は、

牽引距離を短くすることで運土量が少なくなり、長くす

ることで多くなります。

代かき作業時間は圃場条件やオペレータなどにより

異なりますが、作業幅が広いことや作業精度が高いため、

慣行の作業時間に比べて短くなります。

折りたたみ機構を設けたことで取り扱いが容易とな

っています。圃場間等を移動する際は均平バーをチェー

ンからはずし折りたたんで運搬します。

この研究成果は、平成 20年 11月 5日に上越市において開催された「平成 20年度関東・東

海・北陸地域マッチングフォーラム」で発表された『湛水直播栽培における簡易な高精度

代かき均平機および雑草抑制技術開発の取り組み』の一部を割愛したものである
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１．水稲直播研究会では、平成１９年度から当地域に対して、秋田県由利地域振興局農林

部及びＪＡ秋田しんせいと連携しながら、水稲直播技術に関する各種協力をしてきま

した。

２．平成２０年度には、まず、５月に当研究会主催で（ＪＡ秋田しんせいの後援）、にかほ

市馬場地区、由利本荘市矢島地区の２か所（由利地域振興局農林部の実証ほ）で、当

研究会の会員である農機メーカー５社の協力を得て播種機実演会を開催しました。会

員、地元生産者、ＪＡ関係者、県内行政機関など、６２名の参加がありました。

３．８月には、秋田県当局と共同主催で、上記２実証地区のうち、にかほ市馬場地区を対

象に、生育状況等を視察する現地検討会を開催し、上記と同じく生産者や各機関から

の参加者が２００名近くにのぼりました。

４．以下の資料は、上記検討会の意見交換会の場で、ＪＡ秋田しんせい、県当局から報告

のあったレジュメです。
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由利地域における直播栽培への取り組みについて

JA秋田しんせい営農経済部
米穀課 総合指導員  阿部 世

(ha)

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

口由利

■仁賀保

■矢島

口西日

■大内

日本荘

■象潟

口東由利

口岩城

■金浦

国鳥海

口仁賀保

口由利

口西日

口象潟

■大内

口矢島

日本荘

口岩城

口東由利

口金浦

回鳥海

H8  H9 H10 Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

年次

(経営体数) 
水稲直 入 の (由利地域 )
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H8  H9 H10 Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

年次
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口点播  □条播  ■散播  □乾田

播種様式の推移 (由 利地域 )

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

H10H‖ H12H13H14製 5 H16 H17 H18 H19 H20

≪本格的な取り組みは、ここ3年》

平成 8年頃から、無人ヘ リコプターを中心とした散播方式を中心に一時期 30haを 越
す栽培面積となっていたが、播種後の出芽・苗立または鳥害等に問題があり、その後の面

積は右肩下がりであった。

その後グループ、個人で条播方式の播種機を導入 し、水稲直播栽培に取 り組む農家も出

てきたが実施地区 。農家は限られている状況であった。

また、播種後の水管理に難があったことによる苗立ち数不足、雑草、鳥害対策等の栽培

面での問題もあり、収量的にはとても厳 しい状態。いわゆる成功事例がなかった状態。こ

のことより、「由利地域に水稲直播栽培は向かないのでは」と言 う説もあった程で、誰で

も安易に取り組めるものではなかった。
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平成 18年 の取 り組み

栽培経営体

栽培面積 (ha)
栽培地区

水稲直播栽培技術の底上げが必要・・・・

新たに水稲直播栽培に取り組む農家も現れたが・・・・

35経営体
27. 2ha
本荘、由利、大内、矢島、西日、仁賀保、象潟

※ 由利、矢島、西日、仁賀保、象潟は新規農家あり。

◇  播種機とコーティングマシーンがない。
◇  水稲直播栽培の技術がない (JA指導員、農家)。

●  播種機の実演による支援と農家間の協力
秋田米総合支援対策 (水稲直播栽培)に対し、農家支援と、栽培普及の観点からJA全農あきた、
農機メーカーの協力により、直播機械播種実演機の使用を平成 18年 より開始。
その他は農機メーカー単独による実演機、農家間の播種作業受託により播種作業。播種は条播機

を使用したものがほとんどであるが、一部に点播での播種あり。

また、 カルパ ー コー テ ィングにつ い て は、 コー テ ィン グマ シー ンの農 家 間 。地 区間

での貸し借り、農業試験場での作業実施により行う。

●  地域振興局普及指導課職員による徹底指導と技術の習得
※JA指導員、農家の正しい技術の習得
※各地区 (旧市町)ごとに成功事例をつくろう
長 い 間 、 カル パ ー コー テ ィ ン グの不 徹 底 、播 種 後 の水 管 理 に よ る苗 立 ち数 不 足 、

その後の雑草の繁茂等の失敗を重ねてきた。しかし、コーティング作業前の浸種後の芽の長さから、
コー テ ィ ン グ作 業 、 落 水 出芽 期 間 、入 水 、 除 草剤 散 布 と一 つ 一 つ の作 業 の ポイ ン ト

を 、 地 域 振 興 局 普 及 指 導 課 職 員 よ り学 ぶ 。 JA指 導 員 、 農 家 も、 新 規 、 数 年 継 続
を問 わず 技 術 習 得 に懸 命 で あ っ た が 、特 に新 規 地 域 の JA指 導 員 は各 作 業 の た び 、
悩みながらも無我夢中。

落水 出芽 法 を取 り入れ 、停 滞水 の除去 に努 めた農 家 の苗 立 ち数 が 良 く、結果 と して

この年
｀
成功事例、をつくることに成功。

平成18年 由利管内水稲直播栽培データ
地 区 栽培農家件数 直播栽培面積 (a) 地区農家の直播導入率 (%)

本荘 4 419 10.6

大 内 6 507 21.7

由利 6 711 23.5

矢島 155 8.7

西 日 79 11.5

仁賀保 11 758 23.2

象潟 9() 8.0

計 35 2,719 17.5

水稲直播播種機実演会 管内水稲直播栽培巡視会

※管内水稲直播圃場巡回 (6月 )と 実績検討会 (12月 )を行う。
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平成 19年の取り組み

栽培経営体

栽培面積 (ha)
栽培地区

水稲直播研究会との出会い

“成功事例より"栽培者数、面積ともに拡大

59経営体 (内新規 28経営体 )
59.8ha
本荘、大内、東由利、由利、矢島、西日、仁賀保、象潟

※ 上記の全地区で新規農家あり。

◇  水稲直播研究会との出会い
H18年 度 に ｀成功事例 をつ くる、 こ とに成功 し、 この年栽培者数 、面積 ともに大幅
に拡大した。
｀
成 功 事 例 をつ く る、 こ とに は成 功 した もの の 、 栽 培 者 間 の 技 術 格 差 が 大 き く、

またそれ が最 終 的 な結果 で あ る収量 の差 に現れ た。 一番 の原 因 は苗 立 ち数 の不 足 と、

そ の後 の不 出芽 とな った所 へ の雑 草 の繁 茂 で あ っ た が 、継 続 農 家 の H19年 度 面積
拡 大 、新 規農 家 の栽培 開始 を前 に し、一番 重 要視 され たの は苗 立 ち数確保 の た めの、

正しいカルパーコーティング作業である。

この年 の 2月 14日 に由利 地域水稲 直播栽培技術研修会 を、由利地域振興局農林部、
JA秋 田しんせい合同で行 う。

由利地域水稲直播栽培技術研修会

テキス ト:水稲湛水直播栽培のポイント～苗立ちの安定にむけて

講師 :水稲直播研究会  岡村 省三氏
′′     黒須 泰久氏

そ の後 5月 の カル パ ー コー テ ィ ン グ技 術研 修 会 の ほ か 、現 地研 修 会 、実績 検 討 会
など、当地区は本格的に水稲直播研究会の指導を受けた。

H19年 の直播栽培の行事
栽培技術研修会 (2月 14日 :西 ロシーガル)
カルパーコーティング技術研修会 (5月 7日 、 8日 :由利、石沢、仁賀保、折林)

現地研修会 :(7月 3日 、4日 :矢島、仁賀保、由利)
現地研修会 :(8月 28日 、 29日 、 30日 :矢島、仁賀保、西日、大内、折林)
実績検討会 :(12月 12日 、由利地域振興局 大会議室)
※上記の他に各地区 (各集落)単位で研修会、実績検討会が行われる。

◇   栽培者数、面積ともに拡大
継 続 農 家 の水 稲 直播 栽 培 面積 の拡 大 、 ま た新 規 栽 培 者 の 出現 に よ り平成 19年 度
は、栽培者数、栽培面積ともに昨年比約 2倍の数値となった。
播 種 機 、 コー テ ィ ン グマ シー ンの導 入 を行 っ た農 家 もい た が 、 地域 全 体 で み る と

栽培者 数 、面積 に対 して機 械 が追 いつ か ない状態 。春 先 よ り播 種機 の手配 に追 われ る

状態。既 存 の播 種機 にプ ラス し全農 あ きた、農機 メー カー のデ モ機 に よ り播 種 作 業 を

終 え る こ とが で きたが、面積 拡 大 に対 す る播 種機 不 足 が課題 とな った年 で あ ったが、

これはH20年 も同様であった。
昨 年 度 に成 功 を収 め た農 家 の 面 積 拡 大 が 目立 ち 、 ま た成 功 を収 め た農 家 の 近 隣

で新 しく水稲 直播栽培 を導入 した農家 が 目立った年 であった。各作業 の前後 に研修会、

現地検討会等 が行 われ 、農家 の技術習得 。向上 につ なが り、地 区 (旧 市町 )ご とが 中心
であるが農家間の交流も活発化してきた。

また播 種 後 の 5月 中の低 温 に よ り、 出芽 まで の時 間 を要 した年 で あ った。 また 出芽
後 のイ ネ ヒメハ モ グ リバ エ の発 生等 や 出穂 後 の登 熟 が緩 慢 だ った こ とか ら昨年 よ り

全般的に収量を落としたが、栽培全般を通じ様々な経験ができた年であった。
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平成 20年 の取 り組み

栽培経営体

栽培面積 (ha)
栽培地区

栽培者数、面積ともに更に拡大

由利地域水稲直播播種機実演会の開催

74経営体 (内新規 26経営体 )
84.8ha
本荘、岩城、大内、東由利、由利、大内、矢島、鳥海

西日、仁賀保、象潟

昨年 よ り更 に継 続 農 家 に よ る面積 の拡 大 、 さ らに新 規 農 家 の水 稲 直播 栽 培 導 入 に

よ って栽 培 面積 は 80haを 超 えた。 ま た他 地 区 よ りい ち早 く技 術確 立 した仁 賀 保

地 区馬 場 の他 に も、矢 島地 区立 石 、西 日地 区 田高 の よ うに水 稲 直播 栽 培 団 地 を形 成

す る地 区 も で て き た 。 ま た 今 年 度 、岩 城 地 区 が 始 め て 水 稲 直 播 栽 培 を行 い成 功 を

収めている。

由利地域水稲直播播種機実演会開催 (5月 10日 、水稲直播研究会主催、JA秋田しんせい後援 )

実施地区  にかほ市馬場 (旧仁賀保町)
由利本荘市矢島町立石 (旧矢島町)

使用機種 クボタ条播 8条、ヤンマー条播 8条、三菱条播 6条、
イセキ点播 8条、ササキ点播 8条

実演面積  実証区    150a(30aX5圃 場 )

慣行区    150a(30a× 5圃場 )
※ にかほ市馬場、由利本荘市立石ともに

今後の課題

1)栽 培 地 区、栽培者 の数 ともに年 々増 えて きてい るが、地 区、栽培者 に よる技術 の
平準化 と言 う点ではまだまだ。特 に播種後か らの落水 出芽法 の徹底不足 と雑 草の繁

茂により失敗している農家もいる。

2)栽 培者数、面積の拡大に対応した播種機の導入。

前 年 よ り 水 稲 直 播 研 究 会 の 技 術 指 導 を 受 け 、 ま た 播 種 機 実 演 会 等 で は

JA全 農 あ き た 、 各 農 機 メ ー カ ー の ご協 力 を い た だ い た 中 で 、 由利 地 域 振 興 局 、
水 稲 直 播 栽 培 農 家 と ス ク ラ ム を 組 み 、 こ こ 3年 程 水 稲 直 播 栽 培 に 取 り組
んでまい りま した。 これ にプラス した形 で、にかほ市、由利本荘市の ご協力 をいただいた

中で、今後も継続されていくと思います。

JA秋 田 しんせ い の取 り組 み と言 うよ り、 由利 地 域 、 関係 機 関一 体 と して取 り組
んだ結果が、栽培者数、面積の拡大につながったと思っております。

由利地域水稲直播播種機実演会
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別記様式 1

各県における水稲直播栽培等の取組状況及び今後の推進方策等について

青森県

1.水稲直播栽培面積の状況 (平成 20年産)
(単位 :ha,%)

注1:直播栽培面積には、技術実証調査ほ場、試験研究ほ場の面積を含める (W∝用、子実前刈取用を除く)。
注2:()は、対前年比を記入。

2.直播普及拡大へのこれまでの取組状況

(直播面積の増減理由、普及定着の要因等含む)

(1)「青森型水稲直播栽培技術マニュアル」 (指導者用マニュアル ;H19改訂)や生産者用啓発
リーフレットを作成・配布 し、技術の普及拡大を図つている。
(2)「あおもり水稲直播栽培普及条件整備事業」 (県単・H16～ 19年)及び「勝ち残る米づくり総
合支援事業」 (県単・H20～ 22)を創設し、は種機等のハー ド整備を支援している。
(3)県内9カ所に普及展示ほを設置し、各地域で現地検討会を開催する等、技術の普及を図って
いる。

(4)は種後落水管理による出芽・苗立の安定化や鳥害防止技術の普及により、大規模農家を中心に
取組みが拡大した。また、そのような先進農家の取組みを見て、周辺農家の関心も高まっている。

(5)近年は、育苗の省力化を目的に作業受託集団が導入する事例が増えている。
また、より省力的な栽培方法として乾田直播への関心が高まるとともに、取組みが増えて

いる。

3.直播普及拡大への今後の取組方策等

取組事項 問 題 点・課 題 具体的な取組方策

技術の普及・確立 (1)関心は高いものの、収量確
保に不安があることから、先

進農家の取組みを様子見し、

導入を躊躇している農家が多
い。

(2)育苗作業の労力軽減に比べ、

除草作業やその他作業の増大
から、全体としては期待して
いたよりも省力化が図られな
いといった受け止め方があ

り、普及拡大が微増に留まっ

ている。

(1)大規模化や経営の効率化を図れる
技術として、関心の高い農家を主体

に、栽培マニュアルや普及展示ほの

活用等により、普及・啓発を図る。

(2)試験研究の実施により、安定的な
大規模水田営農技術として、本県に

適した乾田直播技術の確立を目指す。

水稲作付面積

湛 水 直 播 乾 田 直 播 直播面積

合 計
直  播
普 及 率

(%)

直播栽培

目標面積

(H221年 )

50,606

(暫定)

(98)

109。 6

( 92)

107.9

( 94)

0.0

( 0)

1.7

(89)

67.2

(245)

3.5

(1()13)

176.8

(120)

0.35

(1213)

460
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(3)乾田直播技術の確立が必要
である。

4。 大豆栽培の状況 (平成 20年産)

5。 担い手経営革新促進事業の取組状況 (平成 20年度)
(1)各県の経営革新モデルと導入すべき新技術について
別途、農政局で資料を作成します。

(2)モデル経営体の選定状況

(3)新技術の普及に向けた指導方針等

(モデル経営体に対する普及。指導センターからの指導計画などを簡潔に)

① 対象農作物を複数組み合わせた大規模経営モデルの設定

② 新技術の高度化を目的とした技術内容によるモデル経営体の追加募集の実施
③ モデル経営体を活用した研修会、現地検討会の開催
④ モデル経営体の取組結果(印刷物)の配布・HPへの掲載等

作付面積 大豆 300A技 術等の導入状況

環状 (H20年産) 目標 (H22年 ) 導入技術の名称 導入面積 (H20年産 ) 目標面積 (H23年産)

4,850 ha 5,420 ha

有芯部分耕

耕うん機同時畦立て播種

不耕起播種0狭畦栽培
立毛間播種

O ha

O ha

36.4 ha

73.5 ha

325 ha

75 ha

75 ha

25 ha

(公募の状況、直播等の取組 (支援)見込面積などを簡潔に)
平成 19年度の 15モデル (法人 :7団体、任意組合 :5団体、個人 :3戸 )を選定。
平成 20年度、新たに 3モデル (法人 :1団体、任意組合 :1団体、個人 :1戸 )を選定。
モデル経営体が導入する新技術の取組状況は以下のとおり。          [単 位 :ha]

H20経営規模 (作付けベース) 労働力配分合理化 土地利用の合理化 資本整備の効率化

計 水稲 え 大  豆

野 菜

その他

水稲乾

田直播

不耕起

栽培

大豆の

狭畦無

無土

案 色

診 断

土 壊

分 析

作 期

競 合

回 避

休 閑

秦1月巴

耕起

施肥等

同 時

多目的

管理作

業

米・表

の収穫

麦 。大

豆の収

穫

1,799 578 301 627 292 71 30 36 417 644 74 13 530 417 269 498
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別記様式 1

各県における水稲直播栽培等の取組状況及び今後の推進方策等について

岩 手 県

1.水稲直播栽培面積の状況 (平成 20年産)
(単位 :ha,%)

水稲作付面積

湛 水 直 播 乾 田 直 播 直播面積

合 計
直  播
普 及 率

(%)

直播栽培

目標面積

(H221F)

58,000ha

※1推定値

( 99 )

139.§ヽ
3

(132)

121.1

(138)

13.1

(82)

5。 7

(285)

14.6

(233)

0

(0)

153.9

(137)

0.27

(135)

500ha

※ 2

注1:直播栽培面積には、技術実証調査ほ場、試験研究ほ場の面積を含める (WCS用 、子実前刈取用を除く)。
注2:()は、対前年比を記入。
※1水稲作付面積は、「米の需要量に関する情報」から、作付増減面積を推定し、これを平成19年産水稲の作付
面積 (東北農政局)から、差し引き算出した。
※2直播栽培日標面積はWCS等を含む。
※3播種形態は一部暫定

2.直播普及拡大へのこれまでの取組状況

(直播面積の増減理由、普及定着の要因等含む)                              |
(1)主な取 り組み状況                                 |
① これまで、水稲直播モデル事業 (平成14年～16年)により、県内 3カ所に「直播支援センター」
を設置し、播種機、種子コーティングマシンの貸し出しを行うとともに、生産者が組織する「い

わて直播栽培米研究会」の活動支援を通じ推進してきた。

更なる普及拡大を図るため、H20年度は以下の取り組みを実施している。

② 新たに直播栽培に取り組む生産者を支援するため、栽培研修会の開催、リーフレットの作成・

配布等を行うとともに、(社)岩手県農業機械協会と連携し、出前播種、実演講習会、栽培技術

濃密指導等を実施。

【農業機械利用総合対策推進費 (生産コスト低減技術活用啓発業務 H20～ )】

③ 特に寒冷地で問題となる「苗立安定化」及び「初期生育の早期確保」による安定的な収量を確

保するため、オリジナル落水管理技術及び播種機を開発

【土地利用型農業振興対策事業 (H20～ H22(H19:い わて型直播栽培技術確立対策事業))】

(2)直播栽培面積の推移
① 平成 20年の直播栽培面積は、 205。 lha(WCSを 含む)と なった。地域別では北上川
下流での栽培が多いが、近年、県北地域での栽培が試験的に実施されている。
また、水稲、小麦、大豆等の輸作体系を想定し、乾田直播に取り組む生産者が増加しているが、
取り組み面積は少ない。

② 増減要因
・増加の要因としては、経営規模の拡大や春作業の分散、労働力不足を解消するため、直播

栽培面積の拡大及び直播技術を導入する生産者が増えている。

[参考 :1戸あたり作付面積 :1.6ha(H18)→ 2.5ha(H22)]
・ 一方で、苗立ち不足による低収量、雑草害及び鳥害等により、直播栽培を中止する生産者
もある。
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3.直播普及拡大への今後の取組方策等

4.大豆栽培の状況 (平成 20年産 )

取組事項 問 題 点・課 題 具体的な取組方策

生育及び収量安定

化技術の確立

・低温条件下での出芽の遅れ、

苗立ち不足

・ 生育状況に応 じた栽培管理技

術

・雑草管理

・県農業研究センターで開発したオリジ

ナ ル落水管理技術及び播種機の改良・
普 及

・落水出芽による肥料成分導体の把握
と効率的な施肥技術の開発及び安定

収量を確保するための栽培方法の確
立

・効果の高い除草剤の選定及び雑草防

除体系の検討

技術の普及拡大 ・ 1戸あたりの直播面積が少な
い

(←安定収量を確保するた

めには、多くの労力を要する)

・直播栽培農家が少ない

(←興味はある)

・県農業研究センターで開発 したオリジ

ナ ル落水管理技術及び播種機の改良・
普 及

・新規直播栽培農家及びモデル経営体

(担い手経営革新促進事業)等の技
術導入効果の波及

・直播栽培技術の研修会等の開催

・栽培マニュアルの作成

e農業機械業界と連携した指導体制の

構築

0技術導入、定着に向けた支援の検討
(均平作業、コーティングマシン、播種機)

作付面積 大豆 300A技 術等の導入状況

現状 (H20年産) 目標 (H22年 ) 導入技術の名称 導入面積(H20年産) 目標面積 (H23年 )

4,570ha

(見込み )

4,500ha
小畦立て播種栽培

耕転同時畝立て栽培

有芯部分耕栽培

865 ha

289 ha

70 ha

1,125 ha

70 ha

60 ha
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5.担い手経営革新促進事業の取組状況 (平成 20年度)
(1)各県の経営革新モデルと導入すべき新技術について
別途、農政局で資料を作成します。
(2)モデル経営体の選定状況

(公募の状況、直播等の取組 (支援)見込面積などを簡潔に)
・平成 20年度公募無 し、平成 19年度に選定した 18経営体をモデル
・革新技術 として、 9経営体が直播栽培技術を導入 (H20年計画面積 :33.lha)

(3)新技術の普及に向けた指導方針等

(モデル経営体に対する普及・指導センターからの指導計画などを簡潔に)
・土地利用型作物経営体革新技術導入支援チームを設置 し、現地指導班により、経営分析等を

実施し、モデル経営体の経営安定及び高度化に向けた指導・支援を実施する。
・モデル経営体が導入する革新技術の現地検討会を開催 し、他の生産者への波及する。
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別記様式 1

各県における水稲直播栽培等の取組状況及び今後の推進方策等について

官 城 県

1.水稲直播栽培面積の状況 (平成 20年産)
(単位 :ha%)

注1:直播栽培面積には、技術実証調査ほ場、試験研究ほ場の面積を含める (WCS用 、子実前刈取用を除く)。
注2:()は、対前年比を記入。

2.直播普及拡大へのこれまでの取組状況

(直播面積の増減理由、普及定着の要因等含む)

○直播面積の増加理由については ,
・稲作の低コス ト化と省力化を図るため
・作期を分散 し,気象変動による品質低下等のリスクを軽減するため
・複合経営農家における作業競合を解消するため

等が挙げられる。一方,取組をやめてしまう要因としては,
・ 出芽・苗立ちが安定しない (収量が低い,不安定)
ことが挙げられる。

○県では,直播栽培の取組を支援 し,普及定着を図るため以下の事業を実施 している。
・県内の主要な地域への水稲直播栽培展示ほの設置
0 5ha以上の団地化又は農地集積を行う農家等に対して 3年を限度に10a当たり2,000円 を
限度とした助成

3.直播普及拡大への今後の取組方策等

取組事項 問 題 点 口課 題 具体的な取組方策

(1)直播栽培技術
の向上

・苗立ち率の向上

・鳥害の軽減
・雑草防除 (除草剤の処理時期)

試験研究機関における栽培安定化のた

めの試験 (乾田直播における苗立ちの

安定化技術等)

(2)「まなむすめ」
の作付拡大

。倒伏対策や一層の低コス ト化
が必要

。主食用では「ま
‐
なむすめ」の直播面

積が増加傾向にある (ま なむすめ直播

面積実績,H19年54h,H20年 80ha)。
・直播・移植を問わず,業務用として
「まなむすめ」の作付誘導を行 う (県

作付面積比 10%を 目標)。

水稲作付面積

湛 水 直 播 乾 田 直 播 直播面積

合 計
直  播
普 及 率

(%)

直播栽培

目標面積

(21年 )

76 700

(100)

318.0

(105)

287.6

(99)

29.4

(213)

1.0

(333)

48.4

(216) (― )

366.4

(113)

0.5

(115)

500
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作付面積 大豆 300A技 術等の導入状況

現状 (H20年産) 目標 (H22年 ) 導入技術の名称 導入面積 (H19年産) 目標面積 (H22年)

12,100ha

(見込み)

12,500ha

・有芯部分耕栽培
・畦立て同時播種等
0小畦立て播種栽培

0。 3ha

37.6ha

58.5ha

45ha

210ha

190ha

4.大豆栽培の状況 (平成 20年産)

5.担い手経営革新促進事業の取組状況 (平成 20年度)
(1)各県の経営革新モデルと導入すべき新技術について
別途、農政局で資料を作成します。
(2)モデル経営体の選定状況

(公募の状況、直播等の取組 (支援)見込面積などを簡潔に)
。平成 19年度の公募の結果,40件 の参加申請があり,そのうち27経営体をモデル経営体
として指定した (3カ年継続 )。 平成 20年度については新たなモデル経営体の公募は行って
いない。
・ 27経営体が策定した 3カ年の実践計画における平成 20年産の直播等の取組計画について
は,水稲直播が 10経営体で約 5 6 ha,水稲不耕起栽培が 1経営体で約 2 haと なつている。

(3)新技術の普及に向けた指導方針等

(モデル経営体に対する普及。指導センターからの指導計画などを簡潔に)
・選定された 27のモデル経営体については,管轄の普及センター等の協力も得ながら3カ年
の「モデル経営体実践計画書」を策定した。
・複数のモデル経営体が普及センターのプロジェクト課題等の支援対象等にも位置付けられて

お り,地域の状況に応 じながら,実践計画に位置付けた新技術の導入及び普及に向けた指導
・支援を実施する。
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別記様式 1

各県における水稲直播栽培等の取組状況及び今後の推進方策等について

秋 田 県

1.水稲直播栽培面積の状況 (平成 20年産)
(単位 :ha,%)

注1:直播栽培面積には、技術実証調査ほ場、試験研究ほ場の面積を含める (WCS用 、子実前刈取用を除く)。
注2:()は、対前年比を記入。

2.直播普及拡大へのこれまでの取組状況

水稲作付面積

湛 水 直 播 直播面積

合 計
直  播
普 及 率

儡)

直播栽培

目標面積

(22年 )

94,100

( 1()01)

663

(109)

577

(114)

72

(84)

14

(82)
11

( 48) )(

674

(106)

0。7

(106)

10,000

■ 増加した理由として

(1)移植並みの収量を確保することが可能な技術の普及を目指し、県内 8カ所に設置した直
播実証ほを会場に現地検討会を積極的に開催するなど、「見て覚える」研修を徹底。

★ 直播実証ほの平均収量 (H19～ H20)は、対移植比95%と ほぼ移植並の収量を確保
し、技術を徹底すれば移植と同等の収量が可能であることを実証したほか、10a当た
り生産費も移植栽培と比較し約 1割減少 し、労働時間では約 4割減少することを実証。

(2)平成20年 1月 15日 から2月 29日 までを直播栽培拡大推進期間と位置づけ、各地域振興局
段階で JA、 市町村と連携し、栽培技術講習会を積極的に開催。特に、播種機を導入し、

初めて栽培に取り組む組織・認定農業者、昨年、初めて直播栽培を導入し思うような結果

が得られなかったものの今年も引き続き栽培に取り組む組織・農家には受講を必須化。

★ H19。 4～H20。 3までの各地域振興局で開催した講習会受講者数 1,022人 (計40回 )

(3)県単独の助成事業である「目指せ “元気な担い手"農業夢プラン応援事業」等により播
種機の導入を促進。

★ 平成19年度の導入台数14台が事業を活用。

(4)種苗交換会等のイベントで「直播栽培相談コーナー」を設置するなど啓発対策を積極的
に展開。

(5)新規取組希望農家に対し、 JA全農あきたで播種機を独自に貸し出し。
★ H19 三菱・イセキ各 1台 計12ha(20戸・ 2組織)
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3.直播普及拡大への今後の取組方策等

取組事項 問題 点・課 題 具体的な取組方策

(1)移植並の収量
確保が可能な大

規模モデル経営

体の育成

(2)直播導入によ
るメリットを活

かした経営体の

育成

直播のメリットを活用

するためにも集落営農組

織等の大規模経営体にお

ける複合化の拡大等に取

り組む優良事例の育成が

不可欠

①「担い手経営革新促進事業」によるモ
デル経営生を育成し周辺に波及 (16経

営体)

② 地域の推進母体となる「水稲直播栽

培拡大推進チーム」を各地域振興局 (8
カ所)に設置し、拡大の対象経営体や
複合化の推進等の目的、直播面積や複
合品目等の目標を明確化

(3)増加する直播
導入経営体に対

するきめ細かな

技術指導体制の

整備

(4)導入経営体の
技術格差の解消

増加する直播導入経営

体に対するきめ細かな技

術指導体制が必要

導入経営体で収量格差

が拡大

階にも「直播実証ほ」を設置し、きめ

細かな量導を展開 (9J A 20カ所 )。

② 大区画ほ場整備地区を主体とする集
落営農組織等を対象に重点濃密指導地

区を設置し、普及拡大推進活動を展開

(H20～H21:40地区)

③ 移植並の収量を確保できる技術を指
導するため、 8地域振興局ごとに二直
播推進員 (計20人)の委嘱と「
証ほ」 (計 8箇所)を設置し、当該ほ場
を会場に講習会を開催するほか、全県

規模での現地検討会を開催

④ 水稲直播研究会との連携や国の研修
制度を活用 し、普及指導員の技術力を

向上

⑤ 地域での指導者を育成するための「直
播マイスター研修制度」 (仮称)を創設
⑥ よリー層の低コス トを進めるため、
オリゼ+側条施肥 (コープガー ドD12)
を活用したいもち省力型防除体系の拡

大

⑦ 水田総合利用課のホームページ「水
稲直播栽培情報コーナー」を充実し、
生育ステージに応じた技術ポイントを

適宜公開

業チャレンジ対策事

業」 (県単)により、各市町村や JA段

直播実

①「あきたの水田

(5)播種機 1台の
稼働面積の向上

播種機 1台の稼働面積
が能力 (16ha)の 30%と

低い。

Q¨上△生 1ユ2'上上
=i蔓
劃E菫2]理壺〔墨[

旋活動の展開

② 「目指せ “元気な担い手"農業夢プラ
ン応援事業」や制度資金による播種機
導入支援の際に受託面積の拡大を指導
(H18:20台  H19:14台 H20:8台 ).
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取組事項 問 題 点 "課 題 具体的な取組方策

(6)直播拡大に消
極的な JAや地
域への啓発

JAや地域によつて直
播栽培への取 り組みに温

度差がある。

cL壼望望二聾極堕生l▲に対立登但男」登発
活動の推進と直播研究会の組織化。

② 種苗交換会等に「直播栽培拡大ブース」

を設置するなど普及啓発を積極的に展

開。

作付面積 大豆 300A技 術等の導入状況

現状 (H20年産) 目標 ( 年) 導入技術の名称 導入面積(H19年産) 目標面積 (H27年 )

9,059ha

※

耕 うん同時畝立て及

び小畝立て

16ha 1,000ha

4。 大豆栽培の状況 (平成 20年産)

※ 現状の作付面積は、20年産水日経営所得安定対策加入申請経営体の作付面積であり、
全体については把握 していない。

5。 担い手経営革新促進事業の取組状況 (平成 20年度)
(1)各県の経営革新モデルと導入すべき新技術について
別途、農政局で資料を作成します。

(2)モデル経営体の選定状況

秋田県担い手育成総合支援協議会では、 6月 4日 ～ 7月 4日 までの期間にモデル経営体の

公募を実施 し、 18経営体 (う ちH19か らの継続は 15経営体)か ら応募を受けている。
モデル経営体の取組面積は、水稲 495ha、 小麦 84ha、 大豆 234ha等 となって
いる。

導入新技術については、全てのモデル経営体が水稲直播を導入することとしており、これ

に多目的管理作業や耕起 0施肥・播種同時作業等を組み合わた実証となっている。

(3)新技術の普及に向けた指導方針等

水田農業を基幹とする本県において、経営規模の拡大や複合作物の導入のためには、省略

化や労働力の分散、資本装備費の削減が課題とされていることから、地域の担い手を主体に

省力・低コス ト技術の導入や経営能力の向上を強力に推進するとともに、農地の利用集積を

促進し、効率的かつ安定的な農業経営を確立する。

本モデル経営体に対しては、8地域振興局 (農林部)が主体となって、実績計画策定から
各々の技術実証、成果検証に至るまで、個別に濃密支援・指導を講じる。
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別記様式 1

各県における水稲直播栽培等の取組状況及び今後の推進方策等について

__型重墾二

1.水稲直播栽培面積の状況 (平成20年産)
(単位 :ha%)

注1:直播栽培面積には、技術実証調査ほ場、試験研究ほ場の面積を含める (WCS用 、子実前刈取用を除く)。
注2:()は、対前年比を記入。

2.直播普及拡大へのこれまでの取組状況

(直播面積の増減理由、普及定着の要因等含む)

栽培面積約828ha(前年から約29h増加 )。 内陸地域では、栽培面積や農家戸数が現状維持～
やや減少しているが、庄内地域では、飼料米の作付が大幅に増加 している。

落水出芽により安定的出芽が定着してきているが、普及面積の拡大が頭打ちとなつている要

因は、ほ場の固定化による雑草害と鳥害である。

県では、米づくりやまがた日本一運動の中で、直播栽培拡大による低コス ト米生産を推進し

ている (鉄コーティング種子の実証、技術指導及び情報提供)。 また、昨年の原油高騰対策事業
において、県内に直播機が 3台導入され、面積拡大に貢献している。

3.直播普及拡大への今後の取組方策等

取組事項 問 題 点・課 題 具体的な取組方策

。効率的な雑草防除対策の確立

(落水出芽時の雑草対策)

・除草剤の登録拡大 ・メーカー等に要請

4。 大豆栽培の状況 (平成 20年産)

水稲作付面積

湛 水 直 播 乾 田 直 播 直播面積

合 計
直  播
普 及 率

(%)

直播栽培

目標面積

(21年 )

68,000

(見込み)

(  88)

´ ′

72醜

(94)

498.0

(e8)

115.5

(72)

111.6

(91)

102.7

(378)

102.7

(378)

827.8

(104)

1.2

(100)

1,000

作付面積 大豆 300A技 術等の導入状況

現状 (H20年産) 目標 (27年 ) 導入技術の名称 導入面積 (H19年産) 目標面積 (27年 )

7,400ha

(見込み)

7,500ha 有芯部分耕栽培

耕起同時畝立て播種

小畝立て播種

4ha

18ha

22ha

言十dooha
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5.担い手経営革新促進事業の取組状況 (平成 20年度)
(1)各県の経営革新モデルと導入すべき新技術について
別途、農政局で資料を作成します。

(2)モデル経営体の選定状況

(公募の状況、直播等の取組 (支援)見込面積などを簡潔に)
平成20年7月 31日 まで公募、H20新規申請件数 1件 (事業申請面積は集計中)。 合計 9件
審査会は9月 ～10月 、新規 1件の審査を予定している。

(3)新技術の普及に向けた指導方針等

(モデル経営体に対する普及・指導センターからの指導計画などを簡潔に)
0モデル経営体に対し、労働条件、生産費、所得その他経営に関するデータの分析支援、お
よび実践計画の実施状況の点検、見直しに対する指導の実施。
・現地検討会において新技術導入等の経営革新効果の検証と普及活動の実施。
・大豆については、県大豆生産振興プロジェクトを実施し、取組みを強化している。
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別記様式 1

各県における水稲直播栽培等の取組状況及び今後の推進方策等について

福  島  県

1.水稲直播栽培面積の状況 (平成 20年産)
(単位 :ha%)

水稲作付面積

湛 水 .直 播 乾 田 直 播 直播面積

合 計
直  播
普 及 率

(%)

直播栽培

目標面積

(  年)

80,100

(推定値)

( 97 )

935

(92)

349

(92)

576

(94)

10

(50)

38

( 86 )

33

(  94  )

973

(92)

1.2

(  92  )

10,000

(1,250)

※

(22年 )

注1:直播栽培面積には、技術実証調査ほ場、試験研究ほ場の面積を含める (WCS用 、子実前刈取用を除く)。
注2:()は、対前年比を記入。                    _^、
※ :直播栽培 目標面積の ( )は、 6ha以 上団地の目標面積。 (/′ ´

レ ′

2.直播普及拡大へのこれまでの取組状況

(直播面積の増減理由、普及定着の要因等含む)

(1)これまでの取組状況
① 生産コスト削減・規模拡大や他作物導入等による経営の安定化を図るため、集落営農
等の直播団地として効率的な6ha規模団地の実現を推進した。また、直播栽培の新規
導入に対しても支援した。
[生産コスト削減支援対策事業]

② 大規模稲作担い手の一層の規模拡大や生産コスト削減を目指した直播栽培に必要な機
械導入を支援した。

[戦略的産地づくり総合支援事業 (米生産コスト削減タイプ)]

③ 直播栽培による稲WCSの 生産拡大を支援した。
[水田活用型自給飼料流通体制緊急整備事業]

④ 平成 17年からJAが設置してきた水稲直播栽培支援センターの支援機能を活用し、
関係機関・団体が連携して技術支援を実施した。

(2)直播面積減少の理由
① 飼料高騰や地域水田農業活性化緊急対策への取組みを背景に、稲WCS直 播面積が前
年の 66haか ら150haに 増加し、主食用稲直播が減少した。 (稲WCSを 加えた全
直播面積は、前年度並みである。)

② 直播面積が減少 した地域では、ブロックローテーションによる直播から他作物への変
更、鳥害による移植への変更、ほ場整備地区での移植への変更、などによる。
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取組事項 問題 点・課 題 具体的な取組方策

(1)飼料用稲によ

る直播栽培の導入

推進

(2)推進対象の明

確化と直播栽培の

メリットを生かし

た規模拡大・複合

化の推進

○地域に適した多収性品種の選

定、および多収技術の確立。

○ 用稲の流通スキームの確
ムヽ.

○現地実証試験等による課題解決。

○多収性品種種子生産に対する支援。

○生産 |・ 施設の整備支援。|

○関係団体による耕畜連携推進会議等
の設立。

○流通促進を図るため、流通組織に対

する一定の取引基準の提示や畜産農

家への給与指導等。

○稲作規模拡大や園芸等複合部

門の充実など経営強化に結び
つかない経営体での直播の定

着。

○地域の稲作担い手の明確化。

○担い手への農用地利用集積の推進。

○稲作部門以外の部門も含めた総合的

な経営指導。

3.直播普及拡大への今後の取組方策等

4。 大豆栽培の状況 (平成 20年産)

5.担い手経営革新促進事業の取組状況 (平成 20年度)
(1)各県の経営革新モデルと導入すべき新技術について
別途、農政局で資料を作成します。

(2)モデル経営体の選定状況

(公募の状況、直播等の取組 (支援)見込面積などを簡潔に)

① 平成 19年度に23経営体を選定し、21年度まで継続する。
② 直播の栽培面積は把握していない。

(3)新技術の普及に向けた指導方針等

(モデル経営体に対する普及・指導センターからの指導計画などを簡潔に)

① 水稲・大豆・麦類・経営管理ごとに指導内容、実施回数等を計画した濃密指導計画に基
づき、モデル経営体に県 0市町村・ JAが主体となって指導する。
② 排水対策等の基本技術に加え、大豆 300A技 術等の新たな播種法を普及させ、実需者
に受け入れられる高品質な生産物の安定的な生産体制の構築を図る。
○土地利用型作物生産振興会議 (県段階、 3地方段階で開催)での栽培技術及び普及対策の
検討
○土地利用型作物支援チーム(県内14ヵ 所に設置)による栽培技術の導入支援
○モデル経営体を活用した新技術等導入効果の検討

作付面積 大豆 300A技 術等の導入状況

現状 (H20年産) 目標 (H22年) 導入技術の名称 導入面積 (H20年産) 目標面積 (23年 )

3,  3 1 0 ha 9, 0 0 0 ha 有芯部分耕栽培
畝立播種栽培

(小畝立て含む)

O ha

3 3 4 ha

5 0 ha

2 5 0 ha
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1

別記様式2

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【集落営農、農業生産法人等】

県名 :青森県

の 42

3

組合法人 羽自開発 (代表理事 島田 靖 )名称等

1■  017-788-0032羽 58-286

経 営 品 目

(複合部門含む )

経営規模等 作業受話

面積等

労 働 力 (人 )
:うち雇用

水稲

そば (転作 )

野菜等 (転作 )

76.2 ha(う ち直播裁培 21.O ha)

10.7 ha

2.l ha(ヤーコン、各種野菜、藍 )

54.O ha

(全作業受託 )

組合員

5人
職員

2人
臨時雇用

び  380人

直播裁培導入の目的、構成員の合意の経緯等

昭和43年  地域の農業後継者 5名で「マンポウクラブ」設立
45年 地域の農業者でトラクター利用組合「友農会」設立
49年  「農友会」を発展的に解消し仲間7人で農作業請負集団「羽自開発組合」設立
55年 社会的信用を高めるため「羽自開発組合」を母体に「農事組合法人羽自開発」設立

平成 6年 初めて直播裁培に取り組むが2年間で断念
11年  作業受託面積拡大に対応して直播栽培 (湛水直播栽培 )を本格導入
17年  直播面積の一層の拡大を図るため乾田直播裁培を導入
20年  直播栽培面積が21ha(うち飼料用米 5.8ha)に 拡大、全て乾田直播栽培に切り換え

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲作全体におけ

る直播の割合 (%)

直播 目標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

つがるロマン

むつほまれ

(うち飼料用米)

ゆきのはな

6.7 ha

14.O ha

(5.8 ha)
0.3 ha

2896 21ha
乾田直播

(条播 )

14年 目

′乾田直播、

 `4年 ロノ

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (組織・共同の別)

直播播種機

レーザーレベラー

カルハ
°
一コーティンク
・マシーン

ニフ・ロリターンテ
・
ッチヤー

フ・ラウ、ハ
°
一チカルハローほか

ロータリーシーダー (10条 )

直装式 1台
自動式 1台

組 織

″

″

″

″

直播裁培米の品質 ()は移植栽培値10a当たり直播平均収量

(kg) 対移植比 ―等米比率 食味値

※19年産実績

510 98

※ 19年産実績

100%

(100%)

※18年産実績
77

(75)

比1対10a た 10a当たり労働費 1対移植比 10a当た F̂コ 比

※ 18年産実績

77千 円 101

※ 18年産実績

13千円 63

※18年産実績

90千円 93
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4 取組 20

効

6

5.直

8.その

に

7 に (国 県単 制 金

種子コーティング

催芽処理のみ、種子コーティングはなし

播種量は播種時期と品種に応じて5～ 6kg/10aの範囲で調整

②出芽・苗立ち

播種後 (4月 25日 ～5月 4日 )後から6月 6日 頃まで落水管理
本年は播種後降雨が少なく乾燥ぎみであつたが灌水は行わなかった
出芽揃いは5月 19～ 26日 頃 (播種後22～ 24日 )で順調であった
苗立率 :つがるロマン46%(首立数:144本 /m2)、 むつほまれ60%(苗立数:149本 /m2)

③施肥体系

基肥:N7.8kg/10a(側 条施肥)
追肥:N2.Okg/10a(表 層追肥、8月 1～ 9日 )

④病害虫防除体系
航空防除|:アミスターエイト(7/28)、 ラフ

・サイト・フロアフ
゛
ル4‐キラッフ

°
フロアフ・ル(3/13)、 夕

°
ントツフロアフ・ル(3/23)

⑤鳥害対策

レーザーレベラーで均平作業を実施
カルガモの被害はほとんど見られなかったが、カラスの被害を受け一部移植栽培に転換

⑥雑草対策

除草剤散布 :ラウンドアップ (出芽前 )、 クリンチャーバスME液剤又はクリンチャーEW(出芽後)
イツテツフロアブル (入水後)、 クリンチャーEW(ヒエが残草したほ場に散布)

⑦その他

作業体系:1年 目
2年 目

プラウ耕

耕起 →
→ 耕起・砕土 → 均平 → 明渠設置 → 播種
播種

① 播種・田植作業及び収穫作業の期間が広がり、労働ピークの分散が図られ、規模拡大が可能に
なった。
② 育苗管理。田植作業時の雇用労働力が削減され経営全体としてコスト低減が図られた。
③ 低コスト生産が求められている飼料米の作付が可能になつた。

① 乾田直播を継続することによリイボクサ等の雑草の発生量が増加してきている。
② 雑草の発生量の増加に伴い除草作業に多くの労力を要してきているため、無人ヘリを活用した除
草剤の散布など除草作業の省力技術が求められている。

平成16年 度あおもり水稲直播栽培普及条件整備事業 (カルパーコーティングマシン)

直播栽培により食味がアップすることをPRしながら、米の売り込みに取り組んでいる。

-52-



2

別記様式2

大規 模 経 営体 における水稲 直播栽培導 入事例 【集 落 営農 、農 業生産法 人等 】

県名上 青森県

20年 4月

3 栽 の

57-2243軽郡所 地 242-8 ■L  017
ケ イ ットライス (代

泊町大字 田 字

労 働 力■
～
___

|うち雇用

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託
面積等

大豆

野菜その他

水稲 47.l ha(全 て特別栽培 )
〆うち直播栽培 17.5 ha   、
｀
湛水 :7.3 ha 乾田 :10.2 haノ
9.O ha

2.O ha

(大 豆・水 稲
含む )

15 ha

6 人

4 人

構成員

3人
常時雇用

臨時雇用

米の特別栽培に取り組む。
「有限会社ケイホットライス」を設立。

化学合成農薬不使用・化学肥料不使用の栽培方法に取り組む。

青森県特別栽培認証制度による認証を受ける。

作業受託面積の拡大に対応するため直播栽培 (湛水直播栽培 )を導入。

新形質米の生産・販売を開始。(「つぶゆき」(極小粒米)を除き、直播栽培。)

′H18:ゆきのはな(湛水)つ ぶゆき。恋ほのか(移植) 、
｀H19:ゆきのはな(湛水)つ ぶゆき・恋ほのか等(乾 田)ノ
本格的に乾田直播栽培の取り組みを開始。平成20年

直播栽培導入の目的、構成員の合意の経緯等

昭和63年

平成 9年

平成10年

平成11年

平成16年

平成18年

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

水稲作付品種名
(主な品種 )

直播面積

(ha)

稲作全体 におけ

る直播の割合(%)

直播 目標

面積 (ha)

田

田
播

播

播

乾

乾

直

直

直

水

水

田

田

田

湛

湛

乾

乾

乾

湛水直播
5年 目

乾田直播
1年 目

まっしぐら

ゆきのはな(低アミロース米)

恋ほのか (香り米)

紫黒米

その他

9.l ha

3.3 ha

O.5 ha

O.6 ha

4.O ha

37 96 20 ha

使用機械名 の

直播播種機(乾 田)
直播播種機(湛水 )
レーザーレベラー
バーチカルハロー
プラウ ほか

ニプロスリップローラーシーダー (8条 )
クボタ多目的田植機 SPU850+DS8UKE
直装式  1台

組 織
″

″

″

″

の ( )は移植栽培値

上ヒ対 移

10a当たり直播平均収量

(kg) 上ヒ 食味値

※ 19年産実績
510 kg/10a 99%

※ 19年産実績
100%
(   100 %

※19年産実績

(

10a 10a り 上ヒ 10a当 た 対移植比

※ 19年産経営費
85千円 81 %
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①種子コーティング

湛水直播 :カルパーコーティング(鳩胸状態の催芽籾に等倍量粉衣)播 種量 :4kg/10a
乾田直播 :催芽処理のみで、種子コーティングはなし。 播種量 :4kg/10a

②出芽・苗立ち (乾田直播「まつしぐら」のデータ)

播種 (4月 28日 )～ 5月 24日 まで、26日 間落水管理 (途 中1回走水 )。
出芽揃い :5月 25日  苗立率 :65.3% 苗立数:98.3本 /m2

③施肥体系 (乾田直播栽培)
基肥:4.Okg/10a(播 種同時施肥)追 肥 :1.Okg/10a(7/22)

④病害虫防除体系
化学合成農薬使用による防除は実施していない。

⑤鳥害対策
なし

⑥雑草対策
化学合成農薬・化学肥料使用5割 以下 :除草剤散布 (トップガンフロアブル)、 手取り除草

⑦その他

耕起・整地は「プラウ+バーチカルハロー」で行い、ロータリ耕は行わないことで、通気性及び作業
性の改善を図つている。

側条施肥及び肥効期間の長い基肥の施用により、追肥作業の軽減を図っている。

4 栽 へ の

の具体的効果

における の

7 栽 導入に た した 金

米

消

現

①

②

③

は「幸の米」ブランドとしてデパート、生協、消費者等へ直接販売している。

費者ニーズの多様化に対応するため、新形質米の生産・販売にも取り組んでいる。

地検討会開催や各種調査への協力等、直播栽培技術の普及推進にも貢献している。

5

6
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① 土づくりや除草作業等、特別栽培は慣行栽培より多くの労力を要し、省力化が困難であるが、
直播栽培の導入により、除草作業を除いた労働時間で比較しても、慣行栽培の3割以上の省力化
が図られた。

② 移植栽培との組合せにより、播種・移植期及び収穫適期の幅が広がつたことから、労働ピーク
の分散が図られた。

③ 均平化や落水管理等の関連技術の組合せ・徹底により、安定した収量レベルを実現している。

特別栽培であるため、慣行栽培よリコスト大きい。直播栽培や同時作業技術等の導入・拡大と収量

性の向上により、コスト削減を図る。

平成 16年 度あおもり水稲直播栽培普及条件整備事業 (播種機、レーザーレヘ
・
ラー、カルハ

°
一コーティングマシーン)

8.その他



大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【個人経営】

(平成20年 )

(19年 産

別記様式3

県名 :青森県

2

3

氏名等 :一戸

口48-1 1日. 0172-62-7993

逸

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受話

面積等

労 働 力 (人 )

|うち雇用

水 稲

スイートコンーン(転作 )

りんご

3.O ha(うち直播栽培 ■lha)

0.4

0.8

水稲

耕起 1.5ha

田植 4.0

収穫 25.0

そば (転作 )

耕起 2.5

仲 間のオ
ヘ
°
レーター

1人

2人

直播裁培導入の目的、経緯等

平成13年 大区画ほ場整備を契機に直播栽培 (湛水直播)に取り組む
17年  地域の仲間7名で浪岡直播研究会を組織し播種機とカルハ・―コーティングマシンを導入
19年  麦大豆汎用播種機を管理ビーグルに装着して乾田直播裁培に取り組む
20年     ″    多目的田植機に装着して   ″

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲作全体におけ

る直播の割合(%)

直播日標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

つがるロマン 1.l ha 3796 3.Oha 乾田直播

(条播 )

8年 目

r乾田直播、
｀ 2年 ロノ

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (個人口共同の別)

麦・大豆用汎用播種機

多目的田植機(湛直用)

田植機

トラクタ

代かきロータリー

コンバイン

ニプロ牽引式シーダー MRX(6条 )
(多 目的田植機に装着 )

ヤンマーTVP8-F(8条 )
ヤンマー (6条 )

35ps

6条 自脱型

共同

個人

個人

個人

共同

共 同

の ( )は移植栽培値10a当 たり直播平均収量

(kg) 対移植比 一等米比率 食味値

※19年産実績
51 3kg(全 刈収量 ) 92%

※ 19年産実績

100%

(    100%

※ H19玄 米タンハ
・
ク質含有率

6.9

(   7.4  )
10a当たり物財費 1対移植比 10a当た 10a当たり費用合計 1 対移植比
※19年産実績

76千 円 85 %

※19年 産実績

18千円 65 %

※ 19年産実績

94千 円 81 %

-55-
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4 へ の

子コーティング

催芽処理 (鳩胸催芽)のみで、種子コーティングはなし

播種量:5kg/10a、 麦大豆汎用播種機を多目的田植機に装着して播種作業を実施

②出芽・苗立ち

播種後 (4月 30日 )から6月 10日 まで42日 間落水管理

播種後降雨が少なく乾燥したため、明渠を使って随時入水し湿潤状態で管理

出芽揃いは5月 25日 で乾燥によりやや遅れたが、首立率は92%(苗 立数 :165本 /請 )と高かった

③施肥体系

基肥 :N9kg/10a(て まいらずエース)
追肥 :N2kg/10a(表 層追肥、7月 10日 )、 Nl.5kg/10a(表 層追肥、8月 2日 )
※分げつ期及び幼穂形成期に葉色が淡かつたため追肥を実施

④病害虫防除体系

航空防除 (無人ヘリ):ビームゾル十モンセレンフロアプル十トレポンエアー (8月 7日 )
カスミン液剤+キラップフロアブル (8月 22日 )

⑤鳥害対策

均平・砕土作業を代かきロータリーで丁寧に実施

播種は播種深度3cmで均―に行われたため、露出籾がほとんどなく、鳥害は認められなかった

⑥雑草対策
除草剤散布 :クリンチャーバスME液剤 (5月 28日 )、 トップガン250グラム (6月 14日 )

クリンチャーEW(7月 26日 )
※ 直播栽培8年間継続ほ場のため、ヒエの理蔵種子が多く、後発生のヒエが目立った

⑦その他

5

6 に の

7

8

に

① 代かきロータリーを使用した丁寧な砕土・均平作業と明渠を利用した水管理により、既存の麦・大
豆用の汎用播種機での乾田直播栽培が実証された。

② 転作用機械の有効利用することにより初期投資が必要ないため、小規模面積でも乾田直播栽培
が可能になり、リンゴや野菜などの複合経営品目への労力配分が可能になる。

③ 多目的田植機を活用することにより、乾田直播・湛水直播・移植栽培の3作業が可能になり、作業

期間の拡大と機械償却費の節減が可能になった。

① 乾田直播を継続することによリイポクサ等の雑草の発生量が増加してきている。

② 雑草の発生量の増加に伴い除草作業に多くの労力を要してきているため、無人ヘリを活用した除
草剤の散布など除草作業の省力技術が求められている。

平成17年度あおもり水稲直播栽培普及条件整備事業 (播種機、カルハ
°
一コーティングマシン)
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1

別記様式2

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【集落営農、農業生産法人等】

県名 :岩手県

2 業経営の概要 (平 8

3.直播裁培の

L
名称等 :(有 )S

手 」ヒ.」■

産

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等

労 働 力 (人 )
|うちパート

水稲

大豆

小麦

そば

キャベツ

89.6ha

245ha

80ha

40ha

20ha

28ha

lha

25人52名

直播栽培導入の目的、構成員の合意の経緯等

ひとめばれの増産をしたいが、移植では面積の限界を感じていた。

直播の場合は、育苗の必要がないことと、日植え作業開始前に播種を済ませてしまうことが可能であ
ることに魅力を感じ、取り組んだ .

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(m)
稲作全体 におけ

る直播の割合(%)

直播 目標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

ひとめばれ

どんびしやり(飼料用)

ふくひびき(飼料用)
べこあおば(飼料用)

11.2ha

lha

lha

O.2ha

15% 湛水・条播 2年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (組織・共同の別)

クボタ多目的

クボタ多目的

エアロスター
エアロスター

条播機8条

条播機8条

自社所有

自社所有

直播栽培米の品質 (H19)()は 移植栽培値10a当たり直播平均収量(■192______
(kg)1 対移植比 ―等米比率 食味値

400kg/′ 10a 919る 1等  100%

( 100% )
10a l対移 比 10a当たり労働費 1対移植比 10a当たり費用合計 1 対移植比
63,438円 9196 26,314円 949る 89,752円 90%
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4 への取組状

②出芽・苗立ち

落水出芽

※ H20は落水申に干しすぎて、出芽揃いが悪かった。
③施肥体系
塩安、尿素、重過石、ようりん、塩化カリ、粒状ケイカルを現地配合したものを施用。
基肥施用量は現物合計で134kノ 10a程 度。成分はN:P:K=618:9(ky10a)
追肥は [6/24:塩安 (7kノ 10a)、 7/20:塩 安(7ky10a)、 8/6:l駆lc1 7(7kノ 10)]

④病害虫防除体系
いもち病 (粒・粒)防除+カメムシ防除

⑤鳥害対策

⑦その他

カルバーコーティング1倍重

子コーティング

⑥雑草対策

初中期―発剤と中期剤の組み合わせ。

6

5.直 裁培 入 の

に

に

題

り活用した補助事業等 (国庫、県単 制 資金等 )7

・作業において作業時間が移植と比べて、1.6缶/10a削 減できたことから規模拡大時の労力分散に有
効であることが確認された。
・育苗作業が不要のため、規模拡大することが出来た。

・水稲直播栽培の収量・品質安定化

(雑草防除、苗立ちの安定化、・鳥害対策 )

・直播に適した病害虫および雑草防除体系の確立

・圃場の均平化

業づくり交付金 (原油価格高騰対応省エネルギー型農業機械等緊急整備対策)国庫 :H19強い

8 の
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大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【個人経営】

成 20 8

別記様式 3

県名 :岩手県

2

3.直播栽培の概要等

氏名等 :T氏

所在地 :岩手県紫波町 L

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等 :うち雇用

労 働 力 (人 )

水稲

小麦

りんご

12.4ha

12.4ha

l.2ha

5.5ha

2人 0人

直播裁培導入の目的、経緯等

水稲面積拡大を進めていたが、労働力が限られること、育苗ハウスが足りなくなることがあ

り、省力化、労働力の分散を必要としたため、直播栽培を導入した。

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲作全体における

直播の割合(%)

直播 目標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

ヒメノモチ

もち美人

1.Oha
2.3ha

26.6% 5ha 湛水および

乾田

11年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (個人・共同の別)

クボタ多目的田植機

ドリルシーダー

8条 個 人

10a当たり直播平均収量 (H19)

(kg) 1 対移植比
直播裁培米の品質 ()は移植栽培値
―等米比率 食味値

538kg
508kg

97.5
92.0 ( ) ( )

10a当たり物財費 :対移植比 10a当たり労働費 :対移植比 10a当たり費用合計 :対移植比
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湛水 :カ ルパーコーティング1倍 重 (実 施 5/6)
②出芽・首立ち

湛水 :播種5/9、 落水管理の状況 5/9～ 20(表 面ヒビ中 )、
出芽揃い5/20、 苗立ち本数 108本 /耐

乾田 :播種5/1、 出芽揃い、入水 5/20、 首立ち本数23本 /ぷ
③施肥体系

醗酵けいふん :75kg/10a、 エルピー505号側条 :40kg/10a
苗立ち本数に応じて追肥 硫安

④病害虫防除体系

初期害虫 (カ ルバー同時処理 )、 カメムシ (茎葉散布 )

⑤鳥害対策

⑥雑草対策
除草剤 :ラクダープロフロアプル、クリンチャーバス液剤
⑦その他

種子コーティング

4.直播裁培 の

5 播裁培導入の

に の

7 栽培導入にあたり活用

8 の

6

金

直播栽培の導入により面積拡大が進んでいる。また、労働 時間も削減された。

・乾 田直播面積の拡大および安定
。雑草防除

・機械を導入

-60-



別記様式2

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【集落営農、農業生産法人等】

県名 : 宮城県

1 名

平成20年 8月 現在 )2

3

名称等 : 株式会社 JKファーム
L石巻 生 町

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等 |うち雇用

9HAtt,u
水稲

麦

大豆

87ha

(水稲35ha,麦 40ha,大 豆 52ha)

※麦は大豆との二毛作

5ha 3 4

直播裁培導入の目的、構成員の合意の経緯等

水稲の経営面積は現在35haであるが,将来的には50ha程度を目標としている。経営規模の拡大
に伴い,育苗ハウスが不足してきていること,育苗管理に多大な労力がかかることから,直播栽培の
導入に踏み切った。
19年度に直播機を知人から借用し,試験的にl haだ け直播栽培を行った。その結果,収量は目標
以上 (約 450ky10a以上ならば採算が合うと考えていた)得られたため,構成員の賛同も得られ,本
格的な導入に至った。

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(b)
稲作全体におけ

る直播の割合 (%)

直播 目標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

まなむすめ 4.1 12 15 湛水条播

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (組織・共同の別)

クボタ直播専用機 NSD8‐KQR(直 播機本体 )
DS‐跡K. (直 播部 )
8条

法人所有

直播栽培米の品質 ()は移植栽培値10a当 たり直播平均収量

(k3) 対移植比 ―等米比率 食味値
490 91% 0%

(倒 伏 による未熟粒 )

(100%)

データなし

)

10a当 たり物財費 :対移植比 10a当たり労働費 1対移植比 10a当 たり費用合計 1 対移植比
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4_直播裁培技術等への取 状

の

における の

た した

5

6

7 ハ
コE

①種子コーティング
金自動コーティングマシンによるカルパー等倍量粉衣

②出芽・苗立ち
・高低差の大きいほ場ではレーザーレベラーを使用し,ほ場の均平化に努めた
・播種後は落水管理→除草剤 (キックパイ)散布のため出芽前に入水

③施肥体系
ペースト側条施肥(N成分4.8kノ 10a)
※側条施肥の方が雑草,表層剥離の抑制につながり,ペーストの方が粒状よりもメンテナンスが簡
単だと考え,特注でペースト側条施肥部分を取り付けした。

④病害虫防除体系

いもち病及びカメムシ防除は行つていない

※いもち病防除は,品種がまなむすめであること,気象的にいもち病が出にくかったことから不要と
考えた。また,カメムシ防除は出穂期が移植とずれるため不要と考えた。

⑤鳥害対策

早期に播種を行った (4月 30日 播種 )

※早期に播種すると,周 辺ほ場の田植えが終わった頃には入水ができるため,鳥害に遭いにくいと
考えられる。

⑥雑草対策

出芽前に入水しキックパイ1キロ粒剤を散布し,6月 末に後発雑草対策としてバサグラン液剤を散

布した。結果としてヒエが残草し,8月 に手取り除草した。

※6月 末時点ではノビエが少ないためバサグランで十分と判断したが,おそらくすでに発生していたノ

ビエを見落としたと考えられる。

⑦その他

・田植えにかかる時間及び労力を削減できる

・刈取り時期が分散でき,刈遅れを回避できる

・育苗が 略でき , 力低コスト化できる

刺さり,大変だった。今後の規模拡大おょび省力化を考えると,パサグラン液剤やクリンチャーバス
ME液剤の無人ヘリ散布登録が望ましい。

雑草対策が課題 .パサグラン液剤は管理 で散布したが,上が軟らかいため暗渠上で管理

みやぎの水田農業改革支援事業 (県単):直 及び全自動コーティングマシンの導入

8 の
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1

別記様式2

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【集落営農、農業生産法人等】

県名 :宮城県

の

3.直 の概

2

名称等 :

所在地 :

新田営農生産組合

遠田郡美里町 L

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等 |うち雇用

労 働 力 ( 人 )

水稲

小麦

大豆

30.5ha

25.7ha

6.lha

1.9ha

4.6ha

O.lha

基幹4名

補 助 13
名

直播栽培導入の目的、構成員の合意の経緯等

目的 :水稲作業省力化、水田の高度利用のため。

経緯 :美里町小牛田地域に乾田直播研究会があり、代表の三浦氏が会員で、19年度に乾田直播栽
培を実施している。水稲作業省力化及び水田の高度利用の方法として三浦氏の前年の経験を基に

営農組合として乾田直播栽培を導入することとなつた。

直播面積

(ha)

直播日標

面積 (ha)

播種形態水稲作付品種名

(主な品種 )

稲作全体 におけ

る直播の割合 (%)

直播導入歴

(0年 目)

ひとめばれ

まなむすめ

6.Oha 20% 15ha 乾田直播 営 農組合 と

して1年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (組織 "共同の別)

トラクター

アッパーローター

ドリルシーダー

50Ps

ニプロ1.8m

6条

個人

組織

組織

直播栽培米の品質 ()は移植裁培値10a当たり直播平均収量
(kg) 対移植比 ―等米比率 食味値

1年 目なので不明

10a当たり物財費 1対移植比 10a当たり労働費 1対移植比 10a当たり費用合計 1 対移植比
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4 培 の

5 裁 入

6

入 に た 助事業等 (国庫、県単7 ■■
■ヂ

種子コーティング

鳥害対策としてキヒゲンR-2フ ロアブルを処理している。カルパーは使用しない。

②出芽・苗立ち

ほ場整備後であつたため、ほ場均平のためのレーザーレベラーは使用していない。播種後、明きょヘ

の通水 (ほ場全体へのフラッシング)で出芽を促した。

③施肥体系

大豆1作後の復元田のため基肥はなし。分げつ促進のために6月 上旬1島硫安で追肥を行った。

④病害虫防除体系

いもち病は病害虫防除所の情報と発生状況の確認により防除を検討している。斑点米カメムシは出
穂が8月 20日 前後と遅れるので実施していない。7月 下旬でも葉色が濃いのでイネツトムシに注意
している。要防除水準を超えた場合はディプテレックス剤等を散布している。
⑤鳥害対策
上記のとおリキヒゲンR-2フロアブルを種子に処理している。
キヒゲンはスズメに対して効果があった。この営農組合ではないが、カラスには効果がないという事
例が管内にある。

⑥雑草対策

入水前にノミニー液剤を散布、その後ラクダープロフロアブルを散布している。ノミニー液剤は若干薬
害がでるが、生育は回復する。今年度は使用のタイミング、水管理の徹底で雑草を抑えることができ
た。

②その他

・育苗期間に園芸品目等の作業ができる。
・作業分散ができる。
・育苗・移植作業 (田 植え)がないことの労力 (コスト)の削減

・直播栽培の生育ステージに応じた用水の供給体制の整備 (乾田直播栽培では生育ステージが移植

栽培より遅いので用水が 9月 中旬まで必要だが、9月 上旬に用水がストップする地域が多い)

・収量性の安定

なし

8_その他
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大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【個人経営】

の (20 4

別記様式3

県名 :宮城県

2

3

氏名等 :M氏

L町坂元

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等

9g A l: t,u
|うち雇用

水稲

大豆

いちご

8 ha

7 ha

30a

3

直接裁培導入の目的、経緯等
"水稲 ,大豆 ,いちごの裁培を行つている。春先の田植時期の労働力が,重なること,刈り取り時期
は,集団のオペレータとして活動しているため,作期を分散して刈り取り時期を遅らせたいという意向
があり,平成17年から水稲直播栽培に取り組んでいる。春先の労働力を調査し,直播栽培を行うこ
とによる,春先の余剰労力をいちごの作業や大豆の作業にまわすことができることを確認し,専用播
種機を導入し,面積を拡大している。
いちごについても簡易調製で労力節減を図つており,省力化には積極的である。
水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲作全体におけ

る直播の割合 (%)

直播目標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)
ひとめばれ 3ha 389る 5ha 湛水直播 3年 目
使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (個人・共同の別)
イセキ多目的田植

機

8条 ,点播 ,側条施肥 共 同

直播裁培米の品質 ()は移植栽培値10a当 たり直播平均収量

(聰 ) 対移植比 ―等米比率 食味値
420kgノ/10a

10a当たり物財費 1対移植比 10a当たり労働費 :対移植比 10a当たり費用合計 1 対移植比
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4 の取組状況

た り し

5 入 の

6 栽培における今

8 の

助事業等 (国庫、県単、制度資金 )7

子コーティング

カルバーコーティング等倍,キヒゲンフロアプル,ア ドマイヤー水和剤
全自動コーティングマシーン使用

②出芽・首立ち
ほ場によるばらつきあるが,良好

③施肥体系

側条施肥

④病害虫防除体系

いもち病防除,オリゼメート粒剤 ,コラトップ粒剤

カメムシ防除 :スタークル液剤 (無人ヘリ)

⑤鳥害対策

はじめて取り組んだ年には,自 鳥による被害があつた。近くに沼があるため,水鳥被害がある.特 に
対策は,とつていない。

⑥雑草対策

播種後すぐにサンバード粒剤

トップガンフロアプル

⑦その他

。いちごの栽培も行つており,収穫 ,詰作業は,妻 ,息子が行っている。移植栽培の場合は,本人以
外に補助者が必要であり,いちごにも作業的な影響が出るが ,直播は本人が一人で行えるため,い

ちごの作業に影響が少ない。

・全体の田植が,早く終わるようになり,大豆の準 が早くできるようになった。

・キヒゲンをカルバー時に行つているが ,実際スズメの被害等があるうえ,カラスには効果がないよう

なので必要性には,検討が必要だと考えている。
・除草体系として,播種後にサンパード粒剤3kgを散布しているが ,作業的にたいへんである。播種
に同時に散 理想的だと思で れ ば

みやぎの水田農業改革支援事業
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別記様式2

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【集落営農、農業生産法人等】

県名 :秋田県

1_名称等

組織名称 :

所在地 :

立石集落営農組合

由利本荘市矢島町立石

(代表 伊豆 秀― )

2_農業経営の概要(20年 8月 現在 )

3.直播栽培の概要等

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受話

面積等

構成戸数

水稲、大豆

アスパラガス

面積92h K水稲64 ha、

大玉三1.2ha、 アス′ゞラカ
・ス0.3ha)

0 42戸

直播裁培導入の目的、構成員の合意の経緯等

法人化に向け準備中であるが、法人になると水稲の作付け面積に対する育首ハウスが1,200坪

の規模が必要になることから、その経費削減と育苗期間における労力を他の作目に向けて収益の向上を計

るため、組合内で取り組み者を募集した結果、初年度α19)4名、2年目(H20)は 8名が取り組んでいる。

水稲作付品種名

(主な品種 )

直播面積

(ha)

稲作全体における

直播の割合

(%)

直播目標

面積

(ha)

播種形態 直播導入歴

あきたこまち 4 6.2 18 条播

点播

2年目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (組織・共同の別)

各メーカー

実演機

10a当たり直播平均収量 (H19)

(kg)1 対移植比
直播栽培米の品質(H19)( )は移植栽培値
―等米比率 タンパク含有値

582 95 100 5.8

(6.1～ 6.4)

4.直播裁培技術等への取組状況

①種子コーティング

②出芽・吉立ち

③施肥体系

④病害虫防除体系

⑥鳥害対策

⑥雑草対策

⑦その他

カルバーコーティング 100%(150%)
播種後10日 苗立ち良好
側条 (アラジン444)

オリゼメート粒剤6/19 いもち6/25いもち・虫8/6

無し

初中期―発、中期、ヒエ(クリンチャー粒)

いもち・虫8/20
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5,直播栽培導入の具体的効果
ハウスに園芸作物を早期に作付けする事により、早期出荷での収益単価の向上。

育苗期の労力削減により作業集中の分散化と休暇の確保。

国場の表土の硬度の維持。

収穫期における刈り取り適期内の収穫。

6.直播裁培における今後の課題

機械メーカーの選定と機械の導入方法

除草剤の使用時期の検討とそれに伴うコストの低減

7.今後の経営の方向と直播への取り組み

水稲部門においてのコスト削減として、将来18h a以上の直播面積を目指し、その実現により春先の余剰

労力を活用して園芸作物やアスパラガス等の戦略作物の作付けを拡大するとともに、加工品等の分野に

おいて女性参画をはかり、収益性の高い『儲かる農業』と『地元の雇用の場』となるように、積極的な取り組

みを行う。

8.その他

技術の習得を図るため、地元の普及指導課の指導をはじめ、水稲直播研究会の方々からも積極的な指

導を行つて頂いている。
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1.名称等

組織名称 :農事組合法人おちあい

所在地 :横手市黒川字落合55番地

(代表 山田芳明)

2.農業経営の概要 (18年 8月現在 )

3_直播栽培の概要等

※判つている部分のみ記載して下さい。

4 取組状況

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等

労 働 力

(人) 1雇 用
水稲、大豆、椎

茸、枝豆

水稲13 ha、 大豆60 ha、 菌床

椎茸34,000菌床、枝豆2 ha

水稲 22 ha、 大豆刈取 30
ha、 大豆乾燥調製100h 10 3

直播裁培導入の目的、構成員の合意の経緯等

大豆作付け面積の増加に伴い、培土作業が梅雨時期にあたり作業の遅れが著しくなつた。そ

の対策として、5月 25日頃まで田植え作業を終えて大豆播種を始め、本格的な梅雨前に培土

作業を終了させるため.

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲作全体におけ

る直播の割合

(%)

直播目標

面積 (h

a)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

あきたこまち 3.l ha 24% 10 ha 点播 5年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (組織・共同の別)

イセキ 8条 共 同

10a当たり直播平均収量 (H19)

(聰 ) 対移植比

直播栽培米の品質(H19)()は移植栽培値
―等米比率 食味値

51 0 kg 85～ 90 100 78

①種子コーティング

JAによリー括作業.

②出芽・苗立ち

落水出芽を実施。

③施肥体系

―発肥料 (イセキIコート 15-15-15)30 kg/10a
④病害虫防除体系

トップガンフロアブル、クリンチヤーバスME、 オリゼメート粒剤、ラブサイドスタークル

⑤鳥害対策

特になし

⑥雑草対策

残った草は常用管理機でクリンチヤーバスMEを散布する。
⑦その他
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5.直播栽培導入の具体的効果
5月 25日まで田植え作業を終って大豆播種を始め、7月 10日 前に大豆培土作業を終了できた。

6.直播栽培における今後の課題
まくら地の出芽不揃い及び収量の減少。

の方向と直播への取り組み7

省力化及び経費節減。

大豆中心の経営なので直播栽培を増やす方向。

4月 は椎茸の作業があるので水稲の播種作業も競合する。
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大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【個人経営】

1.代 ‐
=F

2 の

※10aあたり直播平均収量・品質・費用については、直播実証ほのデータ。
食味は農業試験場での分析 (TOYO社製味度メーター).

別記様式3

県名」秋田県_

3

-71-

等

地 ′Iヽ

大

大

四郎氏名

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等

労 働 力 (人 )

|うち雇用

水稲 21 ha(内 直播栽培 8ha) 全作業5 ha

秋作業3 ha

2

直播栽培導入の目的、経緯等

直播栽培導入前は経営規模が6haだったが、経営規模を拡大するために平成7年から直播裁培に
取り組んだ。平成7年から9年までは、無人へりによる散播、平成 10年からはJAから播種機をリース
して、潤土条播、平成16年 に現在のイセキ8条点播播種機を導入した。

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲作全体におけ

る直播の割合(%)

直播目標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年目)

あきたこまち

めんこいな

8.1 40 10ha 潤土点播 13年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (個人・共同の別)

イセキ播種機 8条点播 個人

直播裁培米の品質 ()は移植栽培値10a当たり直播平均収量

(kg) 対移植比 ―等米比率 食味値
555 9696 100

(100)

75.5

(72.2)

10a当たり物財費 :対移植比 103当たり労働費 :対移植比 10a当たり費用合計 1 対移植比
103,390 105% 12,350円 679る 115,740円 99%



4.直播栽培技術等への

におけ の

入 に た し

5

6

7 県単 制度

①種子コーティング
全量をJAの直播研究会へ委託している(1:1のコーティング)。

②出芽・苗立ち

播種後の落水管理(5月 16日 ～22日までのア日間)による出芽・苗立ち向上を図つている。

③施肥体系

基肥 LP苦土安2号・ (50.5kg/10a N‐ P―K:6.1‐8_1_7.1 5月 14日 )
追肥 おばこロマンみのり(12kg/10a N‐ P‐ K:1.8‐ 0_5-1.8 8月 1日 )

④病害虫防除体系
いもち病対策 :オ リゼメート1キロ粒剤  (6月 17日 )

ラブサイドフロアブル (8月 2日 )

ラブサイドフロアプル・スタークル液剤(8月 16日 )

薬剤は全て無人へりで散布している。

⑤鳥害対策

鳥害による被害は少ないため栽培地の団地化以外は特に実施していない。

⑥雑草対策

トップガンf(5月 28日 )とリボルバーエース1キロ粒剤(6月 20日 )を散布した。

⑦その他

直播栽培により省力化を図ることができ、6 haだった経営規模を20haま で拡大できた。

・ほ場の選定  :用 水を確保しやすいほ場、均平が確保できているほ場、大区画ほ場など、条件の
良いほ場を選定すること。

・出芽苗立安定化 :田面の均平を確保すること、播種後の水管理を徹底すること。
・雑草防除対策  :雑草の少ないほ場を選定すること、除草剤の使用のタイミングを見極めること。
・倒伏防止対策 :点 播播種による株形成と、肥培管理により生育量の調整する。

になし(自 己資金で導入したため )。

・直播裁培では、早めの用水の確保が重要である。
・雑草対策としては初・中期一発剤十中・後期剤の体系処理を最初から考えておくべきである。
″雑草対策・苗立ち確保をしつかりできればあまり心配はいらない。
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別記様式2

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【集落営農、農業生産法人等】

県名 :山形県

1_組織名等

名称等 :大江低コスト稲作栽培組合

2.農業経営の概要 (20年 8月 現在 )

3.直播裁培の概要等

経 営 品 目
(権 合部 F月合 かヽ

経営規模等 作業受話

面稽等

労 働 力

水  稲 7ha 構成員9名

米価の低迷によるコスト削減と育苗作業の省力化 (複合部門との労力競合回避)を目的として組織

れた。平成19年度に20aの実証ほを設置し、年度末に補助事業により播種機を導入し、平成20年

直播歳培導入の目的、構成員の合意の経緯等

ら組織の活動がスタートした。

水稲作付品種名
(主な品種 )

直播面積

(ha)

稲作全体におけ

る直播の割合鮎 )

直播 目標

面稽 (ba)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

はえぬき フ 20 湛水条播 1年目

使用機械名 機種名 能ヽ 力等 所有形能 (組織・共同の別)

播種機 (条播) ヤンマー VP80D(20ps、 8条 ) 共同

直播栽培米の品質 ()は移植栽培値10a当たり直播平均収量
―等米比率 食味値

(

102当たり物 財書 対移植比 10a当たり労働費 対移植比 loa当たり費用合計 対移植比
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4_直播裁培技術等への取組状況

5_直播裁培導入

6_直 に

にあた 用した 資7

子コーティン

カルバーコーティング(倍量)

②出芽・首立ち
落水出芽により苗立ちは良好

③施肥体系

側条施肥による全量基肥(有機50%:N成分8kノ 10a)

④病害虫防除体系
移植の箱施用剤で使用する初期害虫、葉いもち防除剤以外は移植と同様

⑤鳥害対策
特になし

⑥雑草対策

初中期―発剤+後期剤(残草対策)

⑦その他

育苗作業の省力により、複合部門の作業が適期に実施された。

さらなる面積の拡大と団地化の推進

国庫 :原油価格高騰対応省エネルギー型農業機械等緊急整備対策
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大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【個人経営】

2 営 の (OO年OO

別記様式3

県名 :山形県

3

L田市本楯

氏名等 : A氏

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受託

面積等

労 働 力 (人 )

|うち雇用

水   稲
1,320a
水稲作付   1,240a
r直播カウント・カロエ米 330a

転作く一般野菜     40a
t保全管理     40a

うち
400a

1.5

本人 1.0

妻 0.5

な し

9ヘクタール余りの自作地に加え、増加する受託水田の作付けを考えると、育苗→移植という
作業形態が不可能になってきた。湛水直播も経験しているが、出芽管理に失敗するなど取組面積

を拡大できないでいた。そこに、平成 17年に「不耕起V溝直播栽培」のことを知り、平成 18年 に
90aで試験的に取り組んだ。結果が満足のいくものだつたので、専用播種機を仲間と共に購入し、
平成19年度からは10ha余 りの水稲作付け全てを「不耕起V溝直播」にした。
なお、今年度は酒田市内で60名 、約 1 00haで「不耕起V溝直播裁培」に取り組んでおり、次年
度はさらに拡大する見込みである。

直播栽培導入の目的、経緯等

水稲作付品種名

(主な品種 )

直播面積

(ha)

稲 作全体におけ

る直播の割合 (%)

直播日標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)

はえぬき

ひとめばれ
コシヒカリ

ササニシキ

1,060a
120a
30a
30a

10096 不耕起V溝

直播栽培

3年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (個人・共同の別)

不耕起V溝

播種機

(鋤柄農機 )

AD-120LCW 共 同

直播裁培米の品質 ()は移植栽培値10a当たり直播平均収量
(蛇 ) 対移植比 ―等米比率 食味値

51 0kg 85% 1009る

( 10096
80
80

10a当たり物財費 1対移植比 10a当たり労働費 1対移植比 10a当たり費用合計 1 対移植比

その他の欄に記載 90% 6096 85%
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4 への取組状況

の

5

に

の

に

6

7 事業等 (国庫、県単、制度資金等 )

湛水直播に比べてやや遅い出芽 (5月 15日 頃出芽揃い)だが、苗立ちは
良好

基肥1発施肥 :セラコートR40(「はえぬき」 N成分 :8 kg/10a)
(「ひとめばれ」 N成分:6kg月 Oa)

1回 目(は種後):グリホサート剤
2回 目(1.5L時 ):シハロホップブチルベンタゾン剤
3回 目(2.5L時 ):1発除草剤

平成20年 度は、耕起 +鎮圧 (代かき無し)の ほ場の苗立ちが良好であっ

①種子コーティング
無 し

②出芽・苗立ち

③施肥体系

④病害虫防除体系
地区の無人ヘリ防除体系と同じ

⑤鳥害対策
特になし

⑥雑草対策

⑦その他

た

前年秋の代かき作業が増えるものの、春作業の大幅な労力削減となる。経営規模が大きくなる
ほど困難になる育苗作業がなくなるメリットは大きい。播種機の導入と引き替えに 田植機が不要
となり、その減価償却費も節約できる。

・品種別、ほ場条件別施肥体系の検討

・除草剤体系の検討並びにコストの低減

・漏生苗対策

・播種機の導入及びオペレーターの確保
・特別栽培認証への対応

専用播種機購入について

「酒田市直播播種機導入支援事業」

試算によると、物材費については移植に比較しての掛かり増し経費と直播きをすることにより減る
経費(ex.育 宙)はそれぞれ201505円 、21,925円 でそれほど大きなコスト低減とはなつていないが、労働
時間は、移植に比べかなり少ない。

8 の
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1

別記様式2

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【集落営農、農業生産法人等】

県名 :福島県

(20年  8月 現在 )2.

3

鶴生ライスグロウイング

1日_ 0248‐ 25_0222:西 白河 西

名称等 :農事組合法人

生 87

経 営 品 目

(複合部門含む)

経営規模等 作業受話

面積等

労 働 力 (人 )

|うち雇用

水稲 水 田  2,213a
(WCS用 稲 864a)

WCS用 稲収
穫

1, 106a

4

直播裁培導入の目的、構成員の合意の経韓等
・農事組合法人の設立前は、 4戸の協業経営で水稲の移植栽培を行っていた。
・将来の地域農業を考え、平成 19年 1月 に「農事組合法人 鶴生ライスグロウイング」
を設立 した。設立 と同時に認定農業者 となる。また、経営規模の拡大には省力化が不可欠

と考え、水稲を移植栽培から直播栽培に全面切 り替えた。
・ 水 田の生産調整 としてWCS用 稲の直播栽培を取 り組んだ。
・水稲の直播栽培・稲WCSの 栽培のため、補助事業等により打込式代かき同時土中点播
機及びWCS用 稲収穫機械一式を導入 した。

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲作全体 におけ

る直播の割合 (%)

直播目標

面積 (ha)

播種形態 直播導入歴

(0年 目)
・ ミル キー プ リン

セス

・ひとめばれ

・ふくみらい

22 100 。打込式代

かき同時土

中点播

・表面散播

(稲WCS)

2年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (組織・共同の別)
・トラクタ

・ショットシーダ
。自動カルパーコー

ティングマシーン

5 5PS、  5 0PS、  3 8PS
SGS‐-9 3 (9′應|)
HCT200

組織

直播栽培米の品質 ()は移植栽培値10a当たり直播平均収量
くkg)| 対移植比 ―等米比率 食味値

450kg//10a 100% 100%

10a当たり物財費 1対移植比 10a当 たり労働費 1対移植比 10a当たり費用合計 1 対移植比

-77-



①種子コーティング

自動コーティングマシーンによるコーティングを実施
カルパー粉粒剤 (種子重量の 1.5倍 )
鉄コーティング (稲

・WCS)(種 子重量のO.5倍 )

②出芽・苗立ち

タチガレエース粉剤 (種子重量の 3%):種 子コーティング
播種後落水出芽

休眠打破処理 (ひ とめばれ )

③施肥体系

基肥 (BB肥料十鶏ふん)+穂肥 : 稲WCSは BB肥料を使用せず低価格肥料

④病害虫防除体系

ア ドマイヤー水和剤 (200g/種 籾 3kg):カ ルパーコーティング時
穂いもち防除はフロアブルを使用

⑤鳥害対策

特になし

⑥雑草対策

クリンチャーバスME液剤 (播種 30日 後)十 (一発剤または中期剤 )
稲 WCSは ク リンチ ャ ーバ ス ME液剤 の み

⑦その他
特 にな し

4 へ の

5 の具 的効

6.直播裁培における の

フ.直 導入にあた し 国庫、県単、制度資金等 )

特になし

・育苗に関わる労力がなくな り、省力化が図られ、作付面積が拡大 した。
・ 打込式代かき同時土中点播を導入 し、直播栽培の収量は移植並みであつた。
。今後、水稲の規模拡大をはかるためには、作業労力の軽減が必要であり、本技術は欠かせな
い技術 となつている

。経費の節減

除草体系の見直しによる農薬費の節減。

低コス トをふまえBB肥料構成の最適化。
・ 技術的課題

追肥、いもち防除等のコス トをふまえた更なる省力化技術の開発 .

地域の移植栽培を超える収量をめざす。

売れる米づくり条件整備事業 (低 コス ト米づくり対策)(県 単):打込式代かき同時土中点播機
強い農業づくり交付金 (国庫):WCS収 穫機械一式

8_その他
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2

別記様式3

大規模経営体における水稲直播栽培導入事例 【個人経営】

県名 :福島県

概 要 (20 8

3.直播裁培の

4_ の

①種子コーティング
地区の直播実施者と共同でカルパー粉粒剤をコーティング.コーティング籾を湿式育苗機で加温
処理。

-79-

村前田県 L

氏名等 :高倉 辰彦
地 :

経 営 品 目

(複合部門含む )

経営規模等 作業受託

面積等 |うち雇用

労 働 力 ( 人 )

水稲

タバコ

加工用トマト

プロッコリー

そば

キャベツ

和牛繁殖

水稲直播播種作業

そば刈り取り作業

2 ha

O.9ha

l.2ha

l.2ha(水 田転作 )

3 ha(プ ロッコリー後作含む )
0.4ha

6頭

約 10m
約 30 ha

延べ 30人

延べ 90人

延べ 30人

2名

平成18年の田植機の更新時に、水稲育首の省力化を目指し乗用播種機と除草ユニット、コーティ
ングマシーンを自己資金で購入。

直播裁培導入の目的、経緯等

水稲作付品種名

(主な品種)

直播面積

(ha)

稲 作全体 におけ

る直播の割合(%)

直播目標

面積 (m)
播種形態 直播導入歴

(0年 目)
ヒメノモチ

あきたこまち

2 ha 1009‰ 2 ha 湛水直播

条播

3年 目

使用機械名 機種名、能力等 所有形態 (個人・共同の別)
乗用播種機

コーティングマシー

ン

DS6UK、 6条 個人

個人

直 播栽培米の品質 ()は移植栽培値10a当たり直播平均収量

(聰 ) 1 対移植比 一等米比率 食味値
450

(平成 19年度 )
10796

(地 区平均 )

0%

(地区約30% )

未測定

( )

10a当たり物財費 1対移植比 10a当たり労働費 l対移植比 10a当 たり費用合計 : 対移植比



5

②出芽・苗立ち

播種後は出芽まで落水管理。極端に乾燥する場合フラッシングの実施.

③施肥体系
土作りに牛糞堆肥施用。基肥に有機由来窒素51%含有肥料を側条施肥し、穂肥として有機由来
窒素61%含有肥料を出穂20日 前に施肥。

④病害虫防除体系

初期害虫用殺虫剤を水面施用。穂いもち用粒剤の無人ヘリ散布。カメムシ用殺虫剤の無人ヘリに
よる微量散布 .

⑤鳥害対策

浅水管理のみ。

⑥雑草対策
1葉期に一発剤施用。残草が多い場合乗用播種機に除草ユニットを装着し機械除草を実施。

⑦その他

特別栽培認証申請中。農地・水・環境保全事業の営農支援に参加。

的効

に 課 題

に た 等 (国庫、県単、制 資金等 )

直播機導入前は3 haの移植作業の受託を行つていたが、直播機導入後は村内唯一の播種機の
ため播種作業を受託せざるを得なくなり、平成20年度は約10 ha播種作業を行つている。そのため
所得は拡大したが、5月 の水稲作業時間は導入前に比べ増加し、作業時間の低減の目標は達成さ
れていない。

6

7

同地区の水稲移植は5月 20日 前後であり、タバコや加工
栽培の播種時期が 5月 10日 前後のため、作業の分散をすることができた。また、タバコや加工用ト
マトの定植作業を余裕を持つて行うことが可能となった。

水稲育苗に使用していた育首ハウスを園芸品目の育苗に活用することが可能となった。
4月 中旬より5月 中旬までの水稲育苗に配分していた作業時間を園芸品目の育首や定植作業に
配分することが可能となり、園芸品目の作付け面積の拡大が行われた。

用 トマトの と重複していたが、直播

地は標高450mか ら600mの 阿武隈山間部に分布しており、ヤマセの影
そのため、加温処理を行っても出芽に日数を要し、除草剤の本来の効果が発揮されない。また、山

間地のため湿田が多く、堆肥等有機物の投入量も多いため遺元状態となり苗立ちが安定しにくく、今
後は出芽が早く、苗立ちの安定する品種の導入が望まれる。

同村での直播栽培は販売性を考慮しあきたこまち、ヒメノモチで行われている。昨年度までは500
m以下の地域で直播栽培が行われてきたが、熟期的に限界であった。今年度より標高500m以上
の地域でも直播の取り組みが見られるが、同様の理由によりあきたこまちが選択されている。今後も
同村内での直播栽培の拡大が見込まれるため、あきたこまち並の市場評価、収量性があり、あきた
こまちより出穂期が1週間程度早い品種の導入が求められる。

同村の を受ける。

低コスト・省力化米 くり 業(県単 )進

8.その他
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